
3.11を乗り越えた東京のグリーンビルの力

東京の気候変動対策＆低炭素ビル

TOP30

東京都環境局



本日のプレゼン

１．東京都の気候変動対策：施策の今

２．東京のグリーンビルTOP30

３．東京における今年の夏の節電・省エネ対策の実施状況

４．東京における「東日本大震災を踏まえた今後の
環境政策のあり方」と「国への要望」
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１．東京都の気候変動対策
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大規模事業所に対するＣＯ２削減義務（キャップ
＆トレード制度の導入）など、施策を順次具体化

「10年後の東京」策定

1990 2000 2006 20102008 2020 2050

●2006.12
全世界で、2050年までに半減以下の削減が必要

→２００８年３月に「東京都環境基本計画」に位置づけ
（分野別目標も設定）

●2007.6

目標達成に向けた「主な対策」を公表

◆温暖化対策：温室効果ガス削減目標の設定
「2020年までに2000年比▲25％削減」

●2008.6

環境確保条例 改正

気候変動対策：方針と目標

「気候変動対策方針」策定



気候変動対策：東京都の基本姿勢

１ エネルギーの大消費地としての責務
都市東京のエネルギー消費量は北欧の一国なみ

２ 最終需要者である大都市の対策が不可欠
エネルギーの供給側、製品生産側だけでなく、最終消費者・需要

側での対策が不可欠

３ 炭素制約時代での東京の成長を可能に
低エネルギー化を進め、低炭素型の都市に転換することが、

東京の持続可能な成長を可能に ⇒東京自身のメリット



業務・産業
部門
約45%

家庭部門
約27%

運輸部門
約25%

大規模事業所への「総量削減義務」の導入

家庭の節電・省エネを進める

●環境学習の推進 ●家庭向け高効率給湯器の普及など
●100万ｋＷソーラー（太陽光・太陽熱）の普及

確実に「2020年2000年比▲25％削減」へ

約5350万㌧
（2009年度速報値）
※電気の排出係数は2001年度値を活用

都ＣＯ２排出量（部門別）

中小規模事業所の省エネを促進

●環境減税
●地球温暖化対策報告書制度の導入

●中小クレジット創出プロジェクト など

環境都市づくり制度の導入・強化

自動車部門のＣＯ２削減
●電気自動車、プラグインハイブリッドなどの普及
●物流ベンチマークによる効率化の推進 など

大規模事業所
約4割
（約1300事業所）

中小規模
事業所
約6割
（約69万事業所）

●新築建築物の環境性能の評価と公表、省エネ性能基準の義務付け
●大規模都市開発での省エネ性能の条件化地域のエネルギーの有効利用など
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東京都の気候変動対策 分野別対策



2000 2005 20082006 2010

「10年後の東京」
都全体の目標設定

気候変動対策方針
基本方針

環境基本計画
分野別目標と具体施策

ｶｰﾎﾞﾝﾏｲﾅｽ10年ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
アクションプラン

温暖化対策計画書制度
●2002
開始

●2005
評価と公表等の導入

ｷｬｯﾌﾟ＆ﾄﾚｰﾄﾞ制度
●2008    ●2010
条例化 開始

マンション環境性能表示

都市開発諸制度
への条件化

建築物環境計画書制度
●2002
開始

●2005改定
ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ分野の制度強化

●2008改定
対象の拡大,基準強化等

東京都気候変動対策の進展



東京都の建物対策の構成

都市開発
諸制度（要綱）

地域における
エネルギー
有効利用計画
制度（都条例）

企画・基本設計 実施設計 建設 竣工・供用開始 運用

地球温暖化対策
報告書制度

（対象：中小規模事業所）
（都条例）

総量削減義務と
排出量取引制度
（対象：大規模事業所）

＊キャップ＆トレード
制度 （都条例）建築物環境

計画書制度
（都条例）

大

新築建築物
対策

既築建築物
対策

計画・運用ステージ

TOKYO METROPOLITAN GOVERNMENT

規

模



産業・業務部門の約40%をカバー
（排出量ベース）

温室効果ガス総量削減義務と排出量取引制度

世界初の 都市の建築物を対象とする

都市型キャップ＆トレード制度

対象 : 約1,300 事業所
前年度の燃料、熱、電気の使用量が、原油換算で1500 ㎘以上
の事業所

オフィスビル等の業務部門：約８割

工場等の産業部門：約２割

燃料、熱、電気の使用に伴い排出されるＣＯ２



基準排出量 2020年度
第１計画期間
（2010-14年度)

第２計画期間
（2015-19年度)

５年平均６%削減

約17%削減
（見通し）

◆第１計画期間(2010-14年度)を「大幅削減に向けた転換始動期」と位置づけ

総量削減目標を▲６％に設定⇒これを前提に、区分ごとの削減義務率を設定

前提： 東京都の目標「２０２０年、２０００年比２５％削減」に必要な
業務産業部門の削減率は１７％

◆第２計画期間におけるキャップ
見通し：約17％程度（平均）（基準年度比）、第２計画期間 開始前に決定

対象部門への排出限度量（CAP）の設定



６％工場等Ⅱ

削 減 義 務 率 （区 分） 削減義務率

Ⅰ-1 オフィスビル等と地域冷暖房施設 ８％

Ⅰ-2 地域冷暖房等を多く利用するオフィスビル等 ６％

トッ
プレ
ベル

対策の推進の程度が極めて優れた事業所：

トップレベル事業所・準トップレベル事業所 上記の1/2又は3/4

５年間の総排出量を、排出上限量以下にすること

基準排出量 削減義務率×削減義務量

排出上限量（５年分） 基準排出量＝（ 削減義務量－ ）×５年分

＝

：2002～07年度間で、連続する３か年度（を選択）その平均値基準排出量

各事業者の総量削減義務の内容



1. 都内中小クレジット
* 都内中小規模事業所の省エネ対策による削減量
* 建物単位、営業所単位で排出量を算定できる範囲で
クレジットを認定

* 特に制限なく、必要な量を削減義務に利用できる

2. 再エネクレジット
* 再生可能エネルギーの環境価値

3. 都外クレジット
* 都外大規模事業所の省エネ対策による削減量

* 都内大規模事業所と同様の削減義務率がかかっているものと

して、削減義務量を超えた量を削減量とする

* 削減義務量の１／３までを上限として削減義務に利用できる

オフセット

クレジット

取引できる量: 超過削減量
他の削減義務対象事業所が義務量を超えて削減した量

第二削減期間終了までバンキング可能

排出量取引

排出量取引とクレジット



実効性の確保

削減計画期間 ５年間

【対象事業所】

・義務履行状況の確認

・（削減計画期間終了までに削減
義務が達成できていない場合）
取引による削減量の取得

義務履行期限

削減義務
未達成の場合 措置命令（義務不足量×1.3倍の削減）

命令履行期限

命令違反の場合

整理期間

計画期間終了後
１年間

罰金（上限５０万円）

知事が命令不足量を調達しその費用を請求

違反事実の公表



テナントビルへの対応

○総量削減義務
○ビルの省エネ推進体制の

整備義務
○地球温暖化対策計画書

の提出・公表義務

一定規模以上のテナントから
提出された計画書も併せて、
都に提出

特定テナント等事業者
（一定規模以上のテナント（約800））

③省エネ対策等の計画書を

提出し、対策を推進する義務

①排出量の把握、排出抑制の実施等
の義務 ＜都内のすべての事業者＞
②すべてのテナント事業者に

オーナーの対策に協力する義務

東 京 都

協力体制

計画書
提出

指
導

必要に応じ、
計画書に基づいて

必要に応じて
指導

「特定テナント等
地球温暖化対策
計画書」

「特定テナント
等地球温暖化
対策計画書」

ビルオーナー テナント事業者

計画書の
提出

※要件
延床面積5,000㎡
以上を使用
年間電気使用量が
600万kWh以上

点検表



トップレベル事業所
対策推進の程度が ⇒トップレベル事業所に認定
極めて優れた事業所 削減義務率を1/2に減

〃 特に優れた事業所 ⇒準トップレベル事業所
削減義務率を3/4に減）

４

２

２

工 場

３４３５１１２２準トップレベル事業所

６

１

地域

冷暖房

１

０

商業

施設

１

０

公共

施設

５２４３６合 計

１８１１４トップレベル事業所

合計その他
オフィス
ビル

■2010（平成２２）年度認定結果

■認定基準（概要）

必須 一般 加点 必須 一般 加点 必須 一般 加点 必須 一般 加点 必須 一般 加点 必須 一

23 4 1 23 3 1 22 6 1 22 6 1 22 6 1 22
26 39 45 22 31 30 16 50 124 14 29 92 18 42 93 16
25 56 9 23 47 9 35 61 49 25 49 31 25 48 34 26
74 99 55 68 81 40 73 117 174 61 84 124 65 96 128 64

364（190） 269（145） 289（161） 274
小　　　　　　計
計　（必須＋一般） 228（173） 189（149）

Ⅱ．設備及び建物の性能に関する事項

Ⅲ．設備及び事業所の運用に関する事項

上水道施設 下水道施設 廃棄物

Ⅰ．一般管理事項

評価区分
区分Ⅰ（事務所等） 区分Ⅰ（DHC） 工場他

・トップレベル事業所：総合得点が８０.０点以上 準トップレベル事業所：総合得点が７０.０点以上



オフセットクレジットの事前申請状況

・申請件数：307件（2010年9月30日時点）

・オフセットクレジット創出見込み（第１計画期間） 約22万t-CO2

＜事前申請状況＞

太陽光
再エネクレジット

（環境価値換算量）

都外クレジット

54,094t-CO2 ※5年間合計（289件）都内中小クレジット

水力
(1,000kW超10,000kW以下)

水力(1,000kW以下)

2,940kW（4件）

13,300kW（2件）
90kW（1件）

96,317t-CO2 ※5年間合計（11件）
（参考）その他ガス削減量：402,505t-CO2（11件）

※オフセットクレジット：都内中小クレジット、再エネクレジット及び都外クレジットの３種

東京都キャップ＆トレード制度
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新築建築物の環境性能向上にむけた

評価と公表制度

年間の新築建築物の約40%をカバー

対象 延床面積 5000㎡* 超の新築建築物

目的 環境性能の優れた建築物が評価される市場の形成

義務 建築主は、都の指針に基づいて環境設計を行い、

環境性能を評価・格付ける環境計画書を作成、提出
項目 エネルギー、資源、緑化等

評価 段階１～３

公表 取組と評価結果を東京都のホームページで公表

建築物環境計画書制度



省エネルギーシステム

敷地と建築物の被覆対策

風環境への配慮

建築設備からの人工排熱対策ヒートアイランド
現象の緩和

緑化
自然環境の

保全

水循環

長寿命化等

オゾン層保護等

エコマテリアル資源の

適正利用

効率的な運用のしくみ

地域における省エネルギー

再生可能エネルギー利用

建築物の熱負荷の低減エネルギーの
使用の合理化

区 分分 野

公表＠東京都ホームページ

建築物環境計画書制度

●グラフによる評価結果の表示

●地図から各建築物を検索

建築物環境計画書制度

評価項目



計計画書の提出状況

100%4%3%6%7%9%20%50%

1,561615296111141316784合 計

100%3%4%3%6%12%18%54%(2010)

2347106132942127平成22年度

100%2%3%8%6%17%39%26%(2009)

11923107204631平成21年度

100%4%3%7%8%8%32%38%(2008)

160751112135161平成20年度

100%3%3%8%16%9%20%41%(2007)

158541226153264平成19年度

100%4%3%6%7%8%20%52%(2006)

2099612151642109平成18年度

100%8%4%8%5%8%13%54%(2005)

1911581691624103平成17年度

100%6%4%5%8%4%16%57%(2004)

1871181015729107平成16年度

100%2%2%8%7%8%17%56%(2003)

1834414131531102平成15年度

100%1%3%4%1%8%16%67%(2002)

1201451101980平成14年度

計
集会所・ホテ
ル・飲食店等

病院店舗
工場・倉庫
・駐車場

学校事務所住宅提出状況

＊複合用途は主用途で分類。
平成14年6月施行、平成22年10月より延床面積5千㎡超が対象



建築物環境計画書制度 制度の発展

マンション環境性能表示制度 (2005～)
都市開発諸制度等大規模開発における環境性能の条件化

(2009～)
国の水準を上回るエネルギー基準の導入(2010～)

エネルギー性能評価書制度(2010～)

再生可能エネルギー導入検討義務

(2010～)



ERR　度数分布（住宅以外）
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度
数

全用途（399件） 事務所（144件）

※ 2007年7月30日時点

■ PAL削減率・ERRの推移（延床面積１万㎡超）
ＥＲＲ１０％以上の義務付け（平成22年1月）により、
ＥＲＲの底上げが図られた。

建築物環境計画書制度導入以降、ＰＡＬ削減率、
ＥＲＲともに改善傾向に

平成20年度以降は、都市開発諸制度において、
段階２以上のＰＡＬ削減率、ＥＲＲを要件化したこと
により、さらに向上

平成14年6月～平成23年9月

平成14年6月～平成19年7月

実施状況：「ＰＡＬ削減率・ＥＲＲ」の推移
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■マンション環境性能表示（延床面積１万㎡超）

★の総数は、表示制度施行の１７年度以降、10個以
上となるマンションが約４割から約７割に増加。平均個
数も9.04から9.87に増加

「建物の断熱性」は、★３つ（省エネルギー対策等級４
相当）が、約１割から約５割程度に増加

「設備の省エネ性」は、★３つが約３割から約８割以上
に増加

実施状況：「マンション環境性能」の推移
東京都建築物環境計画書制度
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〔制度のねらい〕2010年1月施行
☞ 大規模開発において、開発計画の早い段階からエネルギーの有効利用を図るための計画策定を求める。
☞ 地域冷暖房により供給する熱のエネルギー効率を評価・公表し、その向上を促す。

対象：特定開発事業者
一の区域において一又は二以上の建築物で延べ面積の合計が５万㎡超の新築等を行う者

エネルギー有効利用計画書の作成・提出

特定開発事業者に「エネルギー有効利用計画書」の提出を義務付け

※特定開発事業において新築等を行う特別大規模特定建築物（延べ面積
10,000㎡超）のうち、最初に建築確認申請を行う日の１８０日前までに提出

【主な記載事項】
◇省エネルギー性能目標値
の設定

PAL、ERRの目標値

◇地域冷暖房の導入検討

◇未利用エネルギーの導入
検討

【主な記載事項】
◇省エネルギー性能目標値
の設定

PAL、ERRの目標値

◇地域冷暖房の導入検討

◇未利用エネルギーの導入
検討

地域冷暖房の導入検討項目

□ 建築物が複数棟又は周
辺の開発動向

□ 最大熱需要21GJ/ｈ以上
□ 熱需要密度の高い用途
□ 負荷平準化等の効果

地域におけるエネルギー有効利用計画制度①
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都内地域冷暖房のエネルギー効率
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エネルギー効率

地
区
数

2010年度 2009年度

AA A＋ A A－ B C

【主な記載事項】
① エネルギー供給区域及び供給設備等の
概要
② 供給するエネルギーの種類・量、熱媒体
③ 利用可能エネルギーの利用実績
④ 供給した熱のエネルギー効率・評価

エネルギー効率の値 評 価

０．９０以上 ＡＡ

０．８５以上０．９０未満 Ａ＋

０．８０以上０．８５未満 Ａ
０．７３以上０．８０未満 Ａ－

０．６５以上０．７３未満 Ｂ
０．６５未満 Ｃ

〔制度のねらい〕2010年1月施行
☞ 大規模開発において、開発計画の早い段階からエネルギーの有効利用を図るための計画策定を求める。
☞ 地域冷暖房により供給する熱のエネルギー効率を評価・公表し、その向上を促す。

地冷事業者（地域エネルギー供給事業者）
毎年度、地域エネルギー供給実績報告書の
提出を義務付け

地域エネルギー供給実績報告書

※2009年度－2010年度比較
• エネルギー効率が向上した地冷43区域（全体の59％）
• エネルギー効率0.7未満が22区域→15区域に減少
• エネルギー効率の平均 0.808→0.813
（全国のエネルギー効率 2009年度0.79）

地域におけるエネルギー有効利用計画制度②
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2．東京の低炭素ビル
25



TOKYO
METROROLITAN 
GOVERNMENT

東京の低炭素ビル
TOP30 （2011年9月公表）

東京キャップ＆トレード制度と建築
物環境計画書制度において高い評価
を得た建築物から

既存の部、新築の部、各１５ビルを
選定

うち２９ビルを掲載

日本語版：http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/policy_others/international/top30.html
英語版：http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/en/int/TOP30_English.pdf





TOP３０ 既存ビルの部

東京キャップ＆トレード制度における
トップレベル事業所認定事業所

228項目項目数計

95625Ⅲ 事業所及び設備の運用に関する事項
＊室内の温湿度の管理、設備等の保守管理等

453926Ⅱ 建物及び設備の性能に関する事項
＊空調、照明設備等の省エネ性能、機器効率等

1423Ⅰ 一般管理項目
＊省エネ推進体制の整備、エネルギー管理の状況等

加点項目一般項目必須項目評 価 項 目



TOP３０ 新築ビルの部

建築物環境計画書制度における
エネルギー分野の評価

PAL（省エネ法で求める性能基準値）
からの低減率が２０％以上

Ⅰ建築物の熱負荷の低減
＊断熱・日射遮蔽等

ERR（省エネ法で求める省エネ率）
が３０％以上

Ⅱ省エネルギーシステム
＊設備（空調・照明・換気・給湯・EV）の省エネ

再生可能エネルギーの導入量
PVの場合で定格3０ｋW以上

Ⅳ再生可能エネルギー利用
＊太陽光発電、太陽熱利用、その他

評価レベル段階２以上
フロア･系統別のエネルギー消費計測が
可能なBEMSの導入

Ⅲ効率的な運用の仕組み
＊最適運用のためのモニタリング、マネジメント
システム、コミッショニング等

基 準評 価 区 分



エネルギー的に高性能なビルの出現

1.高性能外皮

2.高効率設備

3.再生可能エネルギーの利用

4.運用の仕組み
--高度なコントロールシステム

--チューニング、コミッショニング

--テナント参加の削減対策

New
Buildings Existing 

Buildings
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３．東京における今夏の節電・
省エネ対策の実施状況

～「東京都電力対策緊急プログラム」の

主な実施状況と都内事業所等の取組状況 31



3-1 今夏の緊急電力対策の必要性（政府2011/5/13時点）

「最大需要想定」に比べ供給力が不足。節電要請時間帯が計11時間

32東京都

620万kWの
供給力不足

大口需要家での
15%削減だけでは、
不足を満たせない。

小口・家庭での取組も
必要

需要が供給能力を上回る
「9～20時」での節電要請
＜計11時間の節電要請＞

（資源エネルギー庁資料より抜粋）

（資源エネルギー庁資料より抜粋）

（資源エネルギー庁資料より東京都作成）



東京都

3-2『東京都電力対策緊急プログラム』の策定
～過度の電力依存社会からの脱却を目指して（2011/5/27）

遠隔地の大規模発電所からの送電に頼り切ってきた脆さ

老朽化火力の再稼動によるＣＯ２の増加

■「これまでの東京の気候変動対策の
蓄積を活かした取組」

＜基本的考え方＞

過度の便利さや過剰に電力を消費する生活
様式を見直す

『東京産都市型電力』を確保し、エネルギー
源の多様化・分散化を図る

これらの取組により、低炭素・高度防災都市
づくりを進める

■「これまでの東京の気候変動対策の
蓄積を活かした取組」

＜基本的考え方＞

過度の便利さや過剰に電力を消費する生活
様式を見直す

『東京産都市型電力』を確保し、エネルギー
源の多様化・分散化を図る

これらの取組により、低炭素・高度防災都市
づくりを進める

電気消費量（kWh）の
削減

電力（kW）の削減

33

（資源エネルギー庁資料より抜粋）



3-3『東京都電力対策緊急プログラム』の
主な実施状況

＊この他、家庭向け｢住宅用創エネルギー補助事業」の開始や国要望の実施等

東京都 34

都条例「キャップ＆トレード制度」の運用
を活かした取組
緊急節電・省エネｾﾐﾅｰ（約2000名参加）、節電アドバイス（約100件）

都条例「地球温暖化対策報告書制度」等の運用

を活かした取組
報告書作成・提出の機会を活用した節電対策の計画化（約550事業
者 （企業）の約4500事業所分が提出）、節電研修会（約1200名参加）、
節電・省エネ診断（約490件）、業界団体と連携した対策の周知徹底

都制度「家庭の省エネ診断員制度」等の運用
を活かした取組 節電アドバイザー（約33万件訪問）、
児童・生徒約100万人を対象にした節電アクション月間の実施など

都施設（大口・小口）での取組
都施設全体15％削減目標を達成、 都庁舎：昨夏ピーク比29％削減

（資源エネルギー庁資料より抜粋）

約１３００億円の補正予算約１３００億円の補正予算



2003
(H15)

2004
(H16)

2008
(H20)

2009
(H21)

2010
(H22)

都内 1,358 1,554 1,572 7,470 11,364

※H15-16年度は国補助での実績値。 H22年度の数字はH23.3末の受付速報値。

【参考】 都内太陽光発電の導入実績
～申請件数は補助開始以前と比べ７倍以上に拡大。更にH23年度は
H22に比べ1.4倍のペースで申請受領中（H21の補助開始前比の約10倍）

『東京都電力対策緊急プログラム』

件
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①2003（H15）年度から2010（H22）年度までの推移 ②2011（H23）年度の申請受付件数
（「8月から11月の受付状況」に関するH22との比較）

2010(H22)

～8月から11月の申請受付件数～
2,997 件

都内
2011(H23)

～8月から11月の申請受付件数～
4,269 件

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

2003年度 2004年度 2009年度 2010年度

H22年度H21年度
2008

H20年度H15年度

H21.11 余剰買取制度

H21.1 国補助復活

H21.4 都補助開始

H20.8  都支援策発表

国補助廃止

(2005)

H16年度
2005

H17年度

件

従来比７倍以上
に拡大

2011（H23）年度は、2010（H22)年度の
1.4倍のペースで申請※
2011（H23）年度は、2010（H22)年度の
1.4倍のペースで申請※

東京都 （国公表資料及び東京都資料より東京都作成）

2,997

4,269

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2010（H22)年
8～11月

2011（H23)年
8～11月

件

1.4倍

※電力対策緊急プログラムによる補助開始後

（東京都作成）



『東京都電力対策緊急プログラム』

【参考】「都施設」における主な対策

36東京都

●都庁舎での取組
→昨夏ピーク電力11,100kWの25%削減値（8,325kW）を上限に
節電対策実施 ⇒ 昨夏ピーク比29％の削減実績

実施期間：7/1（金）~9/9（金） 9:00～20:00
（使用制限令の制限期間と同じ）

節電対策メニュー

エレベーターの1/2休止
エスカレータの全面休止

昇降機

OA機器の省エネ対策
給湯器の全面休止

自販機の全面休止

その他

窓際・出入口消灯、廊下3/4以上消灯
執務室照明の1/2消灯

照明

（追加）

冷水流量の抑制

CO2濃度上限値の緩和
地域冷暖房センターの利用（非常系冷水）

執務室設定温度（28℃設定の維持）
ロビー等、一部区域の停止

送風量の抑制

空調設備

今夏及び昨夏ピーク時の電力内訳比較

5,574

3,411 1,424

2,228 714

466 2,523

2,584

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

H23夏

H22夏

電力（kW）

空調 照明 EV その他

38%減 36%減 34%減 2%減 全体

29%減
今夏

昨夏

（50%） （20%） （6%） （23%）

（44%） （18%） （6%） （32%）

照明
25%

その他
2%

EV
8%

空調
65%削減の寄与率

節約料金（H22-H23）
電気料金： 33,818千円
冷水料金： 648千円

合計：34,466千円
（東京都電力需給対策本部資料より）

（東京都電力需給対策本部資料より）



3-4 今夏の電力需給状況（2011年夏総括：東電管内①）

37東京都

4,922万kW

5,999万kW

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 時

万kW
昨夏のピーク日
2010/7/23（金）

東京の最高気温
３５．７℃

今夏のピーク日
2011/8/18（木）

東京の最高気温
３６．１℃

▲約1,000万ｋＷ減（18%減）

●今夏の東京電力管内の最大電力は昨年夏比約18%削減（約1000万ｋＷ減）
●今夏の最大需要発生日は、昨年夏よりも気温が高いが、各主体の対策で節電が実現

＊電気事業法による使用制限解除後も引き続き、電力供給力の範囲内に収まる。
（気温が30℃を超えても、最大需要は4700万kW程度に収まる。）

（東京電力資料等より東京都作成）



3-4今夏の電力需給状況（2011年夏総括：東電管内②）

38東京都

●電力消費量も、昨年に比べて顕著な減少

＜2011年8月の電力消費量（ｋＷｈ）の対前年同月比較＞

-東京電力管内全体で16.8％減

-大口需要家15.4％減、小口需要家18.2％減、家庭17.0％減と、同程度の減少率

東京電力 合計

2011年8月
0

20

40

60

80

100

120

（前年＝100）

▲16.8％

東京電力 大口

2011年8月
0

20

40

60

80

100

120

（前年＝100）

▲15.4％

東京電力 小口

2011年8月
0

20

40

60

80

100

120

（前年＝100）

▲18.2％

東京電力 家庭

2011年8月
0

20

40

60

80

100

120

（前年＝100）

▲17.0％

（東京電力資料等より東京都作成）



39東京都

●今夏の東京エリアの最大電力は昨年夏比約16%削減（276万ｋＷ減）
※東電管内全体より減少率は下回るのは、23区（東電東京支店エリア）と多摩部（東電多摩支店エリア）の
ピーク発生時間が、東電の全体傾向と異なることに起因

3-5今夏の電力需給状況（2011年夏総括：東京エリア①）

2010/7/23（金）

14-15時

2011/8/18（木）

14-15時

※2011/8/18での最大電力
発生時間（東京エリア）

東京支店(23区ｴﾘｱ）
2011/8/18（木）16-17時

多摩支店（多摩部）
2011/8/18（木） 19-20時

昨夏と今夏の電力需要（最大電力需要発生日）の比較
≪東京エリア≫

1,119

341400

1,336

0

400

800

1,200

1,600

2,000

昨夏のピーク日 今夏のピーク日

23区
▲16.2％

多摩
▲14.8％

東京エリア全体で
276万ｋWの削減
（▲15.9％減）

東京支店
（23区）

多摩支店

1,736

1,460

（東京電力資料等より東京都作成）



40東京都

3-5今夏の電力需給状況（2011年夏総括：東京エリア②）

東京エリア 合計

2011年8月
0

20

40

60

80

100

120

（前年＝100）

▲18.7％

●東電管内全体の減少率を上回る電力消費量の削減

＜2011年8月の電力消費量（ｋＷｈ）の対前年同月比較＞

-東京エリア合計で18.7％減

-大口需要家18.5％減、小口需要家19.7％減、家庭17.6％減と、各主体の減少率が同程度の傾向は
東京電力管内と同様

東京エリア 大口

2011年8月
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20
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60

80

100

120

（前年＝100）

▲18.5％

東京エリア 小口

2011年8月
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（前年＝100）

▲19.7％

東京エリア 家庭

2011年8月
0
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100

120

（前年＝100）

▲17.6％

（東京電力資料等より東京都作成）



2 0 1 0 -2 0 1 1  最大電力実績（7/1～1 1 /2 9）

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7月1日 8月1日 9月1日 10月2日 11月2日

【万kW 】

41東京都

電力使用制限令期間

（2010年需要実績）

2010夏季最大電力 7/23

5,999万kW・35.7℃

2011夏季最大電力 8/18

4,922万kW・36.1℃

2011年７月 ８月 ９月 10月 11月

最大電力 平均1,062万kW減

(19.7%減)

最大電力 平均408万kW減

(9.7%減)

（2011年需要実績）

9/10～9/30

最大電力平均

432万kW減

（8.9%減）

10月

最大電力平均

415万kW減

（10.5%減）

11/1～11/29

最大電力平均

383万kW減

（9.4%減）

この秋も、削減が継続中

電力使用制限解除後

3-6 2011年秋の状況：電力使用制限解除後も昨年同期比
約10％程度（約400万kW)の最大電力削減が継続

（東京電力資料等より東京都作成）
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3-7 東京における「今夏の節電対策」実施結果①

【東京における今夏の節電対策の実施状況の把握】

都は、2011年9月下旬から11月上旬にかけて、
東京における今夏の節電対策の実施状況等について調査を実施

『アンケート調査』…事業所で実施された対策の状況と今後の対策継続の可能性
について調査
・大規模事業所：都条例「キャップ＆トレード制度」の対象事業所に対して実施

・建物所有者：1298事業所に送付（回答：521事業所。回収率40％）
・大規模テナント事業者：774テナントに送付（回答：204テナント。回収率26％）

・中小規模事業所：都条例「地球温暖化対策報告書制度」の報告書提出事業者に対して実施
・１０９９事業者（企業）に送付（回答：484事業者（企業）。回収率44％）
※１事業者（企業）は複数の建物・フロアを所有・使用。アンケート調査対象となった事業所数は約3万

『街頭アンケート調査』…家庭での対策状況や街中の対策に対する印象、

今後の取組継続の可能性について調査 ・5276名に対して面談調査

東京で取り組まれた対策の具体的な実施状況や今後の継続意向が大きい
ことが明らかに。

【詳細】東京における「今夏の節電対策」の実施結果と今冬に向けた取組
http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/setsuden/cat7806.html



43

（1）総括①

◎今夏、各主体の果敢な取組により電力不足を乗り越えた。

この夏、東京で、
「これまでの電気の使い方」が大きく見直された。

①都内の多くの事業所や家庭で、省エネにも寄与する取組が、
従来にも増してより徹底して実施された。
照明照度の見直しがこれまでにない規模で実践

～従来の「750ルクス以上」から、「500ルクス以下」が主流に。
空調28℃も多くの事業所・家庭で実践 ～大規模事業所の“執務室”では、テナントエリアも含め
６割を超える事業所で実践（昨夏の実施割合は３割）

テナントビルでの省エネ対策も大きく進展 ～テナントが自主的かつ積極的に対策実施

特に大規模事業所では、多くのテナントがオーナーに対して節電対策を提案

今夏の街中での対策（照明の明るさや空調28℃等）について、多くの市民が支持

飲食店などのサービス施設においては、顧客の大きな協力・理解を得て節電を実践

多くの事業所・家庭では、今後も継続して取り組む意向

●電力使用制限解除後も、昨年同時期比

約10％（約400万kW）削減が継続中

●電力使用制限解除後も、昨年同時期比

約10％（約400万kW）削減が継続中
※秋季は、夏季に比べ冷房需要が少ないことから、事業所や家庭において、

「照明照度の見直し」等が継続されていることが推定可能

→こうした取組の継続は、今後の省エネ・ＣＯ２削減にも大きく寄与

（東電管内）

3-7 東京における「今夏の節電対策」実施結果②

東京都
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（2）総括②
②一方、一部負担の大きかった状況も確かに存在

大規模事業所（工場）では、５割の事業所で「生産量の調整」を実施。なお、「節電対策実施による製品
の品質や歩留まりの低下」については８割の事業所が「影響無し」と回答

「エスカレータの使用停止」も大規模事業所で多く実施されたが、来夏は6割の事業所で「実施予定なし」。

中小規模事業所（「サービス業系」や「工場」）では、空調28℃について、お客様からの苦情や従業員・作
業員の作業環境の面から今夏の取組が困難だったいう意見も。工場における夜間・早朝への操業時間の
シフト等も周辺住宅との関係から実施は困難。最大取引先の輪番操業に合わせて、休日営業・平日休み
を実施したが、他の取引先との調整に工夫を要した。

「駅構内・ホーム」での「エレベータ／エスカレータの運転台数の削減」について、今夏の取組に対する
市民からの支持は高いが、今後の取組継続への支持割合は下がる傾向。「電車内」での「空調28℃」につ
いても多くの市民が今夏の取組を支持しているが、今後の取組継続への支持割合はやや下がる傾向

◎負担のかかりすぎた一部の対策は今夏限りとし、

気候変動対策（CO2削減）の観点も踏まえ、
「合理的な省エネルギー対策」をより一層推進

◎負担のかかりすぎた一部の対策は今夏限りとし、

気候変動対策（CO2削減）の観点も踏まえ、
「合理的な省エネルギー対策」をより一層推進

3-7 東京における「今夏の節電対策」実施結果②

東京都
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■大規模事業所（大口需要家）

省エネ対策として提示されてきた取組が、従来
にも増してより徹底して実施された。これまでの省
エネ・ＣＯ２削減のノウハウを活かして、比較的無
理なく実践

昨夏は取組の少なかった、“執務室”での照明照
度の見直し （照明の間引き等）や空調28℃を、今
夏多くの事業所が実践

特に照度は「従来の750ﾙｸｽ」から「500ﾙｸｽ以下」が主流に

テナントビルでの取組が大きく展開

今夏対策を実施したほとんどの事業所が、
来夏も継続して取り組む意向

「工場」の５割で「生産量の調整」が実施。「節電
対策実施による製品の品質や歩留まりの低下」に
ついては８割の事業所が「影響無し」

※緊急の節電要請であったため、今夏追加的に実施した施策は
設備更新を伴わない運用対策が主であったが、都条例への対応
等のため計画的な設備更新を実施中であり、その効果も相まっ
て削減が達成できた、とする事業所も。

■大規模事業所内の「大規模ﾃﾅﾝﾄ」

多くのテナントが、ビルオーナーに対し節電対策
を提案

ほぼ全てのテナントが電力使用量の「見える化」
（ビルオーナーからのデータ提供等）が節電に活用
できたと回答

昨夏は取組の少なかった、“執務室”での照明照
度の見直し（照明の間引き等）や空調28℃に今夏
多くの事業所が取組
照度は「従来の750ﾙｸｽ以上」から「500ﾙｸｽ以下」が主流に

今夏対策を実施したほとんどの事業所が、
来夏も継続して取り組む意向

※オーナーから提供されるテナントのエネルギー消費量につい
ても、「月単位」の情報だけに留まらず、「時間単位」や「日
単位」で提供される割合が増加。テナント事業者からの対策提
案やより詳細なエネルギー消費量のデータ提供を期待する傾向
が来夏も定着する見込み

（3）参考：都内事業所での取組（大規模事業所）

3-7 東京における「今夏の節電対策」実施結果③
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（4）参考：都内事業所での取組（中小規模事業所）

■中小規模事業所（小口需要家）

多くの事業所で照明照度の見直しが 実践

照度も「従来の750ﾙｸｽ以上」から「500ﾙｸｽ以下」へ

空調28℃を、大規模事業所同様、今夏多くの
事業所が実践

飲食店などのサービス施設においては、
顧客の大きな協力・理解を得て節電を実践

今夏対策を実施したほとんどの事業所が、来
夏も継続して取り組む意向

「サービス業系」や「工場」では、空調28℃に
ついて、お客様からの苦情や従業員・作業員の
作業環境の面から、今夏の取組が困難であった
という意見も。来夏での取組継続の意向も低い
傾向

＜主な意見＞

・照明の間引きは当初暗く感じたが、慣れると暗さを
感じなくなった。

・テナントやお客様がとても協力的だった。

（一部、理解が得られなかったという意見も有）

・空調機が古いため、28℃設定では室温が28℃以
上になり、従業員には負担をかけた。エアコンの性
能によりオフィス内温度差が生じてしまう。うまく冷
気を循環させるアイディアを発信してくれるとありが
たい。

・無駄が多かったことに気がついた。節電意識が高
まった。合理的なコスト削減ができ、収益改善にも役
立った。 など

＊対策実施による副次的効果も

3-7 東京における「今夏の節電対策」実施結果③
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（5）参考：家庭・街中での節電対策
■家庭

今夏、7割の家庭で、不要な照明の消灯やエ
アコン28℃が実践。「冷蔵庫の庫内温度設定の
変更」や「テレビの省エネモード設定」、「待機消
費電力の削減」の実施率も6割（4割は今夏未実
施※1）

「今夏、対策を実施した家庭」の9割が、「今後
も取組継続｣の意向

家庭の取組効果や電力不足への貢献度合い、
LED照明の選び方など、より詳細かつ具体的な
対策に関する情報を求める声も

※1 これらの取組は、家庭の電力量（kWh）の削減（省エ
ネ・省コスト）にも寄与する、「過大な負担を要しない取
組」であるため、今冬も対策実施にむけた普及啓発を実施

■「街中での節電対策」への印象

多くの市民が、今夏「駅構内・ホーム」「商業施設」等
で実施された照明の明るさや空調28℃等を支持

今後の取組継続も支持する傾向

「駅構内・ホーム」での「エレベータ／エスカレータの

運転台数の削減」について、今夏の取組に対する市民
からの支持率は高いが、今後の取組継続への支持割
合は下がる傾向。

「電車内」での「空調28℃」についても多くの市民が
今夏の取組を支持しているが、今後の取組継続への支
持割合はやや下がる傾向

「道路・公共通路」の照明の明るさ※2について、「今
後も継続可能」との回答は約5割となり、駅構内等での
対策実施支持割合と比較して下がる傾向

※2 「道路・公共通路」の照明について、来夏の継続への全面的な
支持は低い傾向にあるが、これについては、「道路」または「公共通
路」のいずれに対する意見が多いのかが不明。今後の取組の参考情報
とするためには、今冬実施する調査において、回答項目を分けるなど
して行う予定

3-7 東京における「今夏の節電対策」実施結果④



【参考】2011/9/25 ニューヨークタイムズ「社説」

●「日本は、エネルギー危機に
対処するために、即座になにが
できるのかということを示した。」

●「アメリカにとってグッドレッスン
である。」

●「（エネルギーの）消費は
いつも上昇するとは限らない。」

48
http://www.nytimes.com/2011/09/26/opinion/in-japan-the-summer-of-setsuden.html?_r=1&pagewanted=print
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４．東京における「東日本大震災を踏まえた
今後の環境政策のあり方」と「国への要望」

49



50東京都

・東京都環境審議会へ諮問（2011年7月）→2011年11月「中間まとめ」

低炭素・高度防災都市を目指した環境エネルギー政策

4-1 「東日本大震災を踏まえた今後の環境政策のあり方」

●省エネルギーとエネルギー供給の安定確保・低炭素化

・災害時の系統電力供給の不安定化と社会経済活動の制限

・老朽火力発電等への依存度の高まりに伴うCO２排出量の増加

(1)合理的な省エネルギーの更なる推進

(2)低炭素・分散型エネルギーの推進
① 自立・分散型エネルギーの確保
② より低炭素な火力発電への転換
③ 再生可能エネルギーの普及拡大

(3)都市づくりにおける省エネルギーと
低炭素・分散型エネルギー有効活用



4-2 国への要望
気候変動対策（CO2削減）の観点を踏まえた、
●省エネルギー対策の一層の促進

●規制緩和など電力制度改革等の実施

○国内での省エネ・省ＣＯ２を確実にする仕組みの構築～削減義務制度の早期導入

- 都キャップ＆トレード制度では2009年度実績で、6割が義務率以上削減、2割が17%以上削減

○今夏の経験を踏まえた「照明照度対策」の徹底
- 建築設備設計基準への反映 ～設計段階からの対策徹底

- ＪＩＳ基準の見直し（事務室：「推奨照度『750ｌｘ』→照度範囲『1000ｌｘ～500ｌｘ』」 ⇒ 500ｌｘ程度以下へ）

○省エネ基準の適合義務化の早期導入（新築建築物）

- 建築確認と連動による省エネ性能の担保
都：建築物環境計画書制度で省エネ基準の義務化によるＥＲＲの底上げを達成
都市開発諸制度との連動によるＰＡＬ、ＥＲＲの向上

○省エネ性能の評価・表示制度と不動産取引との連動
- 都：マンション環境性能表示、省エネルギー性能評価書 ＊海外事例：LEED, ENERGY STARなど

○東京都からの「国への要望」(2011年11月）
東京電力の発電所の増設・リプレイスにおける民間事業者の積極的な活用や、火力入札の復活、
連系線の強化と電力系統の広域運用、託送ルールの見直し、電力自由化の推進と電力制度改革など

51



世界グリーンビルディング協会

「ガバメントリーダーシップ賞」受賞（2011年12月）

52http://www.metro.tokyo.jp/INET/OSHIRASE/2011/12/20lc6200.htm

●ベストグリーンビルディングポリシー賞
サンフランシスコ、ＵＳＡ グリーンビル条例

●クライメート・アクション・リーダーシップ賞
メキシコシティ、メキシコ ;
クライメート・アクションプラン

●都市のレトロフィット（改修）賞
バーミンガム、英国;
シティカウンシルの省エネプログラム

●地域のリーダシップ賞
シンガポール; グリーン・ビルディング・マスタープラン

●業界の変革賞
ニューヨーク、ＵＳＡ;
ＮＹＣのグリーナー・グレイター・ビルデング・プラン

●最も画期的な政策賞 Most Groundbreaking Policy
東京; キャップ＆トレード制度



Tokyo Climate Change Strategy 東京都の気候変動対策

低炭素・高度防災都市を目指して

東京都環境局 http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/



削減実績の状況
（2011年5月暫定集計）

10%10,287 11,450 1,173 総計

19%148 182 16 廃棄物処理

2%523 531 42 水道下水道

19%1,829 2,263 141 工場その他

16%2,500 2,976 199 区分Ⅱ

17%559 675 49 熱供給業

5%138 145 23 物流

8%189 206 26 文化

8%533 582 64 医療

4%459 477 59 教育

9%444 486 42 宿泊

9%1,005 1,104 151 商業

6%90 96 5 放送局

-14%647 570 51 情報通信

10%3,723 4,134 504 事務所

8%7,787 8,474 974 区分Ⅰ

削減率09年度排出
（千㌧-CO2)

基準排出量
（千㌧-CO2)

事業所数用 途

476

333

437

460

260

380

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成21年度実績

平成21年度実績と計画

義務率未満,476 義務率以上17%未満,437 17%以上削減,260

義務率未満,333 義務率以上17%未満,460 17%以上削減,380

09年度
排出実績

09年度排出
実績と計画

■2009年度削減実績
約60％の事業所において、第一計画期間の
削減義務率以上に削減

景気の影響もあるが、前制度（地球温暖化対

策計画書制度）に引き続き削減義務達成に向

け、取組が進展

■今後の削減見込み

2009年度削減実績が継続し、５年間の削減
計画が実施された場合、義務達成見込みの事

業所は約70％

東京都キャップ＆トレード制度
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